
資料－６

営繕関係の評価項目調書



 概要書

・敷地：

・構造：　

平成 22 年度 平成 23 年度

その他

平成２６年度

事業名 （箇所名） 西条税務署
担当課 技術・評価課

総事業費 （億円） 6.1

国土交通省

担当課長名 飯塚　満 中国地方整備局

実施箇所 広島県東広島市西条昭和町１６－８

事業
主体

目的・必要性

＜解決すべき課題・背景＞
　西条税務署庁舎は、昭和38年建築で経年による老朽化が進んでいることに加え、業務の多様化や人口増加
に伴う職員数や業務量の増加等により庁舎の狭あい化が進行しており、利用者にも不便を強いる状況となって
いる。　このため、早急に庁舎を整備する必要があった。

＜政策体系上の位置付け＞
・政策目標：官庁施設の利便性、安全性等の向上
・施策目標：　環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保全を推進する

該当基準 事業完了後２年間が経過した事業

事業諸元

1,535 ㎡

鉄筋コンクリート造　地上３階　外

・規模： 1,903 ㎡

事業期間 事業採択 完了

事後評価

同種事業の計画・
調査のあり方や
事業評価手法の
見直しの必要性

現時点で見直しの必要性は見られない。

事業実施による
環境の変化

環境負荷低減の取り組みやＣＡＳＢＥＥ評価の結果から、特に問題はないと考えられる。

対
応
方
針

今後の事後評
価の必要性

事業の効果は十分に発現していると考えられるため、現時点で再度の事後評価の必要性はない。

改善措置の
必要性

事業の効果は十分に発現していると考えられるため、現時点で改善措置の必要性はない。
なお、今後も保全指導の面から施設管理者へのフォローアップに努める。

社会経済情勢等の変
化

本事業の事業計画の必要性や合理性に影響を与えるような社会経済情勢の変化は特にないと考えられる。

費用対効果分析の
算定基礎となった
要因の変化

当初の事業計画に沿った整備がなされ、また庁舎が適切に活用されていることから、事業採択の時点から特段
の要因の変化はないと考えられる。

事業の効果の
発現状況

・位置、規模及び構造の観点から、業務を行うための基本機能を満足していることが確認できる。
・環境保全性、ユニバーサルデザイン、耐用・保全性について、特に充実した  取組がなされており、官庁営繕の
施策が適切に反映されていることが確認できる。
以上より、想定していた事業の効果は十分に発現していると考えられる。
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施
設

名
：

事
業

場
所

：

概
要

図
(位

置
図

)

西
条

税
務

署
広

島
県

東
広

島
市

西
条

昭
和

町
１
６
－

８

西
条

税
務

署
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官
庁

営
繕

事
業

に
お
け
る
事

業
評

価
手

法
に
つ
い
て

（
事

後
評

価
）

平
成

２
６
年

１
０
月

２
７
日

国
土

交
通

省
中

国
地

方
整
備
局

参
考
資
料
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官
庁
営
繕
事
業
に
お
け
る
事
後
評
価
の
視
点

官
庁
営
繕
事
業
の
効
果
は
、
完
成
施
設
で
提
供
さ
れ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
と
一
体
と
な
っ
て
発
揮
さ
れ
る
と
い
う
特
性
が

あ
る
こ
と
か
ら
、
費
用
便
益
分
析
（
B
/
C
）
が
な
じ
ま
ず
、
（
１
）
（
２
）
に
つ
い
て
は
、
下
記
の
①
～
③
の
３
つ
の
視
点
か
ら

評
価
を
お
こ
な
う
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

①
事

業
計

画
の

必
要

性
②

事
業

計
画

の
合

理
性

③
事

業
計

画
の

効
果

（
B
1
・
B
2
）

国
土
交
通
省
所
管
の
い
わ
ゆ
る
「
そ
の
他
施
設
費
」
に
係
る
完
了
後
の
事
後
評
価
実
施
要
領

事
後
評
価
の
視

点

（
１
）
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と
な
っ
た
要

因
の

変
化

（
２
）
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況

（
３
）
事

業
実

施
に
よ
る
環

境
の

変
化

（
４
）
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

（
５
）
今

後
の

事
後

評
価

の
必

要
性

（
６
）
改

善
措

置
の

必
要

性

（
７
）
同
種
事
業
の
計
画
・
調
査
の
あ
り
方
や
事
業
評
価
手
法
の
見
直
し
の
必
要
性
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■
事

業
計

画
の

必
要

性

「
事

業
計

画
の

必
要

性
」
に
関

す
る
評

点
が

、
１
０
０
点

以
上

で
あ
る
こ
と
を
確

認
す
る
。

・
必
要

性
に
関
す
る
評

点
の

算
出

は
、
既

存
庁

舎
の

老
朽

、
狭

隘
な
ど
の

視
点

か
ら
、
「
事

業
計
画
の
必
要
性
に
関
す
る

評
価

指
標

」
に
基

づ
き
評

価
す
る
。

官
庁
営
繕
事
業
に
お
け
る
事
業
評
価
手
法
（
事
後
評
価
）

②
事

業
計

画
の

合
理

性

「
事

業
計

画
の

合
理

性
」
に
関

す
る
評

点
が

、
１
０
０
点

で
あ

る
こ
と
を
確

認
す
る
。

・
評

点
が

1
0
0
点

で
あ
る
評

価
は

、
「
同

等
の

性
能

を
確

保
で

き
る
他
の
案
と
の
経
済
比
較

を
行

っ
た
際

に
、
事

業
案

の
方

が
経

済
的

で
あ
る
と
評

価
さ
れ
る
場
合
」
等
に
当

て
は

ま
る
場
合

。

※
評

価
手

法
に
つ
い
て
は

、
国

土
交

通
省

大
臣

官
房

官
庁

営
繕

部
が

定
め
た
「
官

庁
営

繕
事

業
に
係

る
完

成
後

の
事

後
評

価
手

法
」
に
よ
る
。
（
平

成
２
５
年

３
月

２
６
日

国
営

施
第

３
０
号

）

③
事

業
計

画
の

効
果

Ｂ
２

（
施

策
に
基

づ
く
付

加
機

能
）
を
評

価
緑

化
の

推
進Ｂ
１
（
業

務
を
行

う
た
め
の

基
本

機
能

）
を
評

価

「
事

業
計

画
の

効
果

」
に
関

す
る
評

点
が

、
１
０
０
点

以
上

で
あ
る
こ
と
を
確

認
す
る
。

構
造

「
適
切
な
構
造
、
機
能
」

位
置

「
敷
地
の
場
所
が
適
切
」

規
模

「
敷
地
と
建

築
物

が
適
切
な

規
模

」
位

置
「
都

市
計
画
・土

地
利

用
計

画
等

と
の

整
合
」

防
災
性
の
確
保

自
然

エ
ネ
ル

ギ
ー
の

利
用

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
デ
ザ

イ
ン

①
事

業
計

画
の

必
要

性

「
事

業
計

画
の

必
要

性
」
に
関

す
る
評

点
が

、
１
０
０
点

以
上

で
あ
る
こ
と
を
確

認
す
る
。

・
「
老

朽
」
、
「
狭

あ
い
」
、
「
借

地
返

還
」
、
「
分

散
」
、
「
都

市
計

画
の

関
係

」
、
「
立

地
条

件
の

不
良

」
、
「
施

設
の

不
備

」
、

「
衛

生
条

件
の

不
良

」
、
「
法

令
等
」
を
、
主
要
素
と
従
要
素

に
分

け
て
評

点
を
算

出
し
、

個
々

の
評

点
を
加

算
し
て
評

点
を
算
出
す
る
。

従
要
素

の
評

点
（
各
評
点
×
1
0
%
）

（
各

係
数

（
0
.5
～

1
.1
）
を
掛

け
合

わ
せ

1
0
0
倍
し
て
算
出
）
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M
in

is
tr

y 
of

 L
an

d,
 In

fr
as

tr
uc

tu
re

, T
ra

ns
po

rt
 a

nd
 T

ou
ri

sm西
条

税
務

署

平
成

２
６

年
１

０
月

２
７

日

中
国

地
方

整
備

局
営

繕
部

説
明

資
料
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１
．

事
業

概
要

位
置

図

庁
舎

配
置

図
（
事

業
実

施
後

）

事
業

目
的

昭
和

3
8
年

に
建

築
さ

れ
て

お
り

経
年

に
よ

る
建

物
の

老
朽

化
と

、
業

務
の

多
様

化
や

人
口

増
に

よ
り

業
務

量
が

増
大

し
た

た
め

、
狭

あ
い

化
が

進
み

、
業

務
に

支
障

が
生

じ
て

い
た

西
条

税
務

署
を

同
一

敷
地

に
て

建
替

え
る

事
業

。
整

備
方

針

問
題

の
解

消
と

環
境

負
荷

低
減

施
策

及
び

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

デ
ザ

イ
ン

を
取

り
入

れ
た

庁
舎

と
し

て
の

整
備

を
主

な
目

的
と

し
て

整
備

を
進

め
る

こ
と

と
し

た
。

な
お

、
基

本
条

件
と

し
て

、
「
国

家
機

関
の

建
築

物
及

び
そ

の
付

帯
施

設
の

位
置

、
規

模
及

び
構

造
に

関
す

る
基

準
」

を
満

足
す

る
整

備
を

行
う

。

庁
舎

国
税

局
H
P

よ
り

N

玄
関

約
２

倍

新
築

当
時

の
頃

新
規

採
択

時

車
い

す

使
用

者
用

駐
車

場

車
庫
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■
施

設
名

称
 
：
 
西

条
税

務
署

（
管

轄
区

域
 
東

広
島

市
）

■
建

設
場

所
  ：

 
広

島
県

東
広

島
市

西
条

昭
和

町
１
６
－

８
■

敷
地

面
積

 
：
 
１
，
５
３
５
㎡

■
総

事
業

費
 
：
 
約

６
．
１
億

円
■

工
事

期
間

 
：
 
平

成
２
２
年

７
月

～
平

成
２
３
年

８
月

 
 

１
．
事
業
概
要

 

新
施

設
概
要

■
構

造
規
模

 
：
 

(庁
舎

）
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

 
 地

上
３
階

 
 
（
車

庫
）
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

 
 地

上
１
階

■
延

床
面
積

 
：
 
１
，
９
０
３
㎡

旧
施

設
概
要

■
構

造
規
模

 
：
 

(庁
舎

）
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造

地
上

１
階

 
 

 
 

 
（
別

棟
）
鉄
骨
造

 
地

上
２
階

（
車

庫
）
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
造

 地
上

１
階

■
延

床
面
積

 
：
 
７
６
４
㎡
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計
画

理
由

評
点

評
価

の
根

拠

老
朽

９
０

．
０

現
存

率
58

％

狭
あ

い
８

．
０

面
積

率
0.
58

借
地

返
還

０
．

０

分
散

４
．

０
納

税
者

サ
ー

ビ
ス

を
行

う
室

が
複

数
棟

に
分

散
し

て
い

る

都
市

計
画

の
関

係
０

．
０

立
地

条
件

の
不

良
０

．
０

施
設

の
不

備
４

．
０

駐
車

場
不

足

衛
生

条
件

の
不

良
０

．
０

法
令

等
０

．
０

評
点

＝
１

０
６

．
０

≧
１

０
０

事
業

計
画

の
必

要
性

が
あ

る
。

（
新

規
採

択
時

か
ら

変
化

な
し

）

①
事

業
計

画
の

必
要

性
の

確
認

（
１

０
０

点
以

上
の

確
認

）

（
１

）
「
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

」
の

確
認

・
分

析
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②
事

業
計

画
の

合
理

性
の

確
認

（
1
0
0
点

の
確

認
）

事
業

案
と

代
替

案
と

の
比

較
（

評
価

対
象

期
間

：
建

設
後

５
０

年
）

（
注

１
）

庁
舎

建
設

期
間

と
維

持
管

理
期

間
を

評
価

対
象

と
し

て
、

現
在

価
値

化
し

た
金

額
で

あ
る

。

（
注

２
）

端
数

処
理

の
関

係
か

ら
合

計
値

が
異

な
る

場
合

が
あ

る
。

事
業

案
の

方
が

経
済

的
で

あ
る

と
評

価
で

き
る

（
新

規
採

択
時

か
ら

変
化

な
し

）

Ａ
．

事
業

案
（
同

一
敷

地
建

替
え

）
計

施
設

整
備

費
（
建

設
費

、
企

画
設

計
費

、
解

体
費

）
７

．
０

億
円

１
２

．
３

億
円

維
持

修
繕

費
（
修

繕
費

、
保

全
費

、
水

道
光

熱
費

）
４

．
７

億
円

土
地

の
占

有
に

係
る

機
会

費
用

１
．

３
億

円

法
人

税
等

▲
０

．
６

億
円

Ｂ
．

代
替

案
（
同

一
敷

地
内

増
築

）
計

施
設

整
備

費
（
増

築
・
改

築
費

、
企

画
設

計
費

、
解

体
費

）
７

．
０

億
円

１
２

．
４

億
円

維
持

修
繕

費
（
修

繕
費

、
保

全
費

、
水

道
光

熱
費

）
４

．
８

億
円

土
地

の
占

有
に

係
る

機
会

費
用

１
．

３
億

円

法
人

税
等

▲
０

．
７

億
円

※
賃

貸
借

に
つ

い
て

は
、

代
替

と
な

る
施

設
が

な
い

た
め

代
替

案
の

作
成

を
行

わ
な

い
。

（
１

）
「
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

」
の

確
認

・
分

析

・
同

等
の

性
能

を
確

保
で

き
る

他
の

案
と

の
経

済
比

較
を

行
っ

た
際

に
、

事
業

案
の

方
が

経
済

的
で

あ
る

と
評

価
さ

れ
る

場
合

。事
業

案
と

代
替

案
と

の
比

較
（

評
価

対
象

期
間

：
建

設
後

５
０

年
）

10
0点
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③
事

業
計

画
の

効
果

の
発

現
状

況
の

確
認

（
1
0
0
点

以
上

の
確

認
）

業
務

を
行

う
た

め
の

基
本

性
能

を
満

足
し

て
い

る
。

（
新

規
採

択
時

想
定

し
た

効
果

を
発

現
し

て
い

る
）

分
類

評
価

項
目

新
規

採
択

時
評

価
事

後
評

価

位
置

用
地

の
取

得
・
借

用
（
Ｂ

１
）

1
.1

現
地

建
て

替
え

で
あ

る
。

1
.1

 
国

有
地

に
建

設
さ

れ
て

い
る

。

災
害

防
止

・
環

境
保

全
（
Ｂ

１
）

1
.0

自
然

的
条

件
か

ら
み

て
災

害
防

止
・
環

境
保

全
上

支
障

が
な

い
。

1
.0

 
同

左

ア
ク

セ
ス

の
確

保
（
Ｂ

１
）

1
.1

施
設

へ
の

ア
ク

セ
ス

は
良

好
で

あ
る

。
1
.1

同
左

都
市

計
画

そ
の

他
の

土
地

利
用

に
関

す
る

計
画

と
の

整
合

性
（
Ｂ

１
）

1
.0

 
都

市
計

画
そ

の
他

の
土

地
利

用
に

関
す

る
計

画
と

整
合

し
て

い
る

。
1
.0

 
同

左

敷
地

形
状

等
（
Ｂ

１
）

1
.0

 
敷

地
全

体
の

有
効

利
用

や
敷

地
へ

の
安

全
・
円

滑
な

出
入

り
が

実
現

し
や

す
い

敷
地

形
状

・
接

道
の

状
況

で
あ

る
。

1
.0

 
敷

地
全

体
が

有
効

に
利

用
さ

れ
て

お
り

、
安

全
・
円

滑
に

敷
地

へ
の

出
入

り
が

で
き

る
。

規
模

建
築

物
の

規
模

（
Ｂ

１
）

1
.0

業
務

内
容

等
に

応
じ

、
適

切
な

規
模

と
な

っ
て

い
る

。
1
.0

 
同

左

敷
地

の
規

模
（
Ｂ

１
）

1
.0

 
建

築
物

の
規

模
及

び
業

務
内

容
に

応
じ

、
適

切
な

規
模

と
な

っ
て

い
る

。
1
.0

 
同

左

構
造

機
能

性
（
業

務
を

行
う

た
め

の
基

本
機

能
に

該
当

す
る

部
分

）
（
Ｂ

１
）

1
.0

 
執

務
に

必
要

な
空

間
及

び
機

能
が

適
切

に
確

保
さ

れ
る

見
込

み
で

あ
る

。
1
.0

 
執

務
に

必
要

な
空

間
及

び
機

能
が

適
切

に
確

保
さ

れ
て

い
る

。

社
会

性
、

環
境

保
全

性
及

び
機

能
性

（
施

策
に

基
づ

く
付

加
機

能
に

該
当

す
る

部
分

）
及

び
耐

用
・
保

全
性

（
Ｂ

２
）

1
.1

施
策

に
基

づ
く
機

能
が

付
加

さ
れ

る
見

込
み

。
1
.1

施
策

に
基

づ
く
機

能
が

付
加

さ
れ

て
い

る
。

（
Ａ

又
は

Ｂ
に

該
当

す
る

項
目

が
あ

り
、

か
つ

Ｄ
に

該
当

す
る

項
目

が
な

い
。

）

評
点

1
3
3

≧
1
0
0

1
3
3

≧
1
0
0

（
２

）
「
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
」
の

確
認

・
分

析
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環
境

保
全

性
・
機

能
性

及
び

経
済

性
の

実
施

状
況

庁
舎

屋
上

（
緑

化
と

太
陽

光
発

電
）
の

設
置

内
装

の
一

部
木

質
化

（
２

）
「
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
」
の

確
認

・
分

析

各
階

に
多

機
能

ト
イ

レ
の

設
置

屋
根

付
車

い
す

使
用

者
用

駐
車

場
の

設
置

③
事

業
計

画
の

効
果

の
発

現
状

況
の

確
認

（
構

造
B

2
）

12



③
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
参

考
資

料

顧
客

満
足

度
調

査
一

般
利

用
者

（
９

１
名

）
不

満
や

や
不

満
普

通
や

や
満

足
満

足

※
一

般
利

用
者

の
評

価
は

、
概

ね
満

足
す

る
結

果
と

な
っ

た
。

不
満

足
率
→

←
満

足
率

％

13



③
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
参

考
資

料

Ｃ
Ａ

Ｓ
Ｂ

Ｅ
Ｅ

（
建

築
環

境
総

合
性

能
評

価
シ

ス
テ

ム
）

Ｂ
Ｅ

Ｅ
＝

建
築

物
の

環
境

品
質

・
性

能
Ｑ

建
築

物
の

外
部

環
境

負
荷

Ｌ

25
×

（
５

－
Ｓ

Ｑ
Ｌ

Ｒ
）

＝
25

×
（
Ｓ

Ｑ
－

１
）

＝
73

2.
0

＝

Ｓ
：
素

晴
ら

し
い

Ａ
：
大

変
良

い

Ｂ
+

：
良

い
Ｂ

- ：
や

や
劣

る

Ｃ
：
劣

る

（
C

o
m

pr
e
h
e
n
si

ve
A

ss
e
ss

m
e
n
t

S
ys

te
m

B
u
ilt

E
n
vi

ro
n
m

e
n
t

E
ff

ic
ie

n
c
y）

B
EE

＝

環
境

品
質

・
性

能
Q

（
Q

ua
lit

y）

外
部

環
境

負
荷

L（
Lo

ad
）

室
内
環
境

サ
ー
ビ
ス
性
能

敷
地
内
室
外
環
境

エ
ネ
ル
ギ
ー

資
源
・
マ
テ
リ
ア
ル

敷
地
外
環
境

（
Ａ

：
大

変
良

い
）

36
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■
今

後
の

対
応

方
針

（
案

）

（
３

）
「
事

業
実

施
に

よ
る

環
境

の
変

化
」
の

確
認

・
分

析
・
環

境
負

荷
低

減
の

取
り

組
み

や
Ｃ

Ａ
Ｓ

Ｂ
Ｅ

Ｅ
評

価
の

結
果

か
ら

、
特

に
問

題
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。

（
４

）
「
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

」
の

確
認

・
整

理
・
本

事
業

の
事

業
計

画
の

必
要

性
や

合
理

性
に

影
響

を
与

え
る

よ
う

な
変

化
は

特
に

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。

（
５

）
「
今

後
の

事
業

評
価

の
必

要
性

」
の

検
討

・
本

事
業

の
効

果
は

十
分

に
発

現
し

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
た

め
、

特
に

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。

（
６

）
「
改

善
処

置
の

必
要

性
」
の

検
討

・
本

事
業

の
効

果
は

十
分

に
発

現
し

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
た

め
、

特
に

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。
な

お
、

今
後

も
保

全
指

導
の

面
か

ら
施

設
管

理
者

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
に

努
め

る
。

（
７

）
「
同

種
事

業
の

計
画

・
調

査
の

あ
り

方
や

事
業

評
価

手
法

の
見

直
し

の
必

要
性

」
の

検
討

・
現

時
点

で
見

直
し

の
必

要
性

は
見

ら
れ

な
い

。

（
１

）
「
費

用
対

効
果

分
析

の
算

定
基

礎
と

な
っ

た
要

因
の

変
化

」
の

確
認

・
分

析
・
事

業
計

画
に

沿
っ

た
整

備
が

な
さ

れ
て

お
り

、
事

業
採

択
時

点
か

ら
特

段
の

要
因

の
変

化
は

な
い

と
考

え
ら

れ
る

。

（
２

）
「
事

業
の

効
果

の
発

現
状

況
」
の

確
認

・
分

析
・
基

本
機

能
を

満
足

し
施

策
も

反
映

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

想
定

し
て

い
た

事
業

の
効

果
は

十
分

に
発

現
し

て
い

る
と

考
え

ら
れ

る
。

【
対

応
方

針
（
案

）
】

・
事

業
計

画
の

必
要

性
及

び
合

理
性

に
つ

い
て

は
、

新
規

採
択

時
と

同
様

に
確

認
が

で
き

、
事

業
の

効
果

も
十

分
に

発
現

し
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
再

度
の

事
後

評
価

を
実

施
す

る
必

要
は

な
い

。
ま

た
、

事
業

計
画

に
見

合
っ

た
事

業
効

果
が

発
現

し
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

た
め

、
今

後
の

改
善

措
置

の
必

要
性

は
な

い
。
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事後評価に係る資料 

 

【官庁営繕事業】 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年１０月２７日 

営    繕    部 
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新規事業採択時評価手法 別紙１ 事業計画の必要性に関する評価指標 

17



西条税務署

事業計画の合理性

（単位：千円）
Ａ．　事業案の総費用

金額
1 初期費用 703,217
（1）建設費 628,091
（2）企画設計費 56,148
（3）解体費 18,978

2 維持修繕費 465,786
（1）修繕費 144,285
（2）保全費 237,024
（3）光熱水費 84,477

3 土地の占用に係る機会費用 125,117

4 法人税等 -64,433

事業案総費用 1,229,687

Ｂ．　代替案の総費用
金額

1 初期費用 703,698
（1）増築・改築費 653,652
（2）企画設計費 33,114
（3）解体費 16,932

2 維持修繕費 475,044
（1）修繕費 139,726
（2）保全費 235,458
（3）光熱水費 99,860
（4）賃料 0

3 土地の占用に係る機会費用 125,117

4 法人税等 -65,097

代替案総費用 1,238,762

18



新規事業採択時評価手法 別紙２ 事業計画の合理性に関する評価指標
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完了後の事後評価手法 別紙２ 事業計画の効果（Ｂ１及びＢ２）の発現状況を評価するための手法 
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完了後の事後評価手法 別紙 施策に基づく付加機能（Ｂ２）の発現状況チェックリスト

分類 評価項目 評価 取組状況 

社会性 

地域性 

A 特に充実した取組がなされている。 

B 充実した取組がなされている。 

C 一般的な取組がなされている。 

D 一般的な取組がなされていない。 

景観性 

A 特に充実した取組がなされている。 

B 充実した取組がなされている。 

C 一般的な取組がなされている。 

D 一般的な取組がなされていない。 

環境保全性 

環境保全性 

A 特に充実した取組がなされている。 

B 十分に環境負荷の低減化が図られている。 

C 一般的な環境負荷の低減化が図られている。 

D 一般的な環境負荷の低減化が図られていない。 

木材利用 

促進 

A 特に充実した取組がなされている。 

B 充実した取組がなされている。 

C 一般的な取組がなされている。 

D 一般的な取組がなされていない。 

機能性 

ユニバーサ

ルデザイン 

A 「高度なバリアフリー化」が行われている。 

B 建築物移動等円滑化誘導基準を満たしている。 

C 法令規定に基づき整備されている。 

D 法令規定に基づき整備がなされていない。 

防災性 

A 
総合耐震計画基準に基づいた取組がなされている

ほか、特に防災に配慮した取組が行われている 

B 
総合耐震計画基準に基づいた取組がなされている

ほか、防災に配慮した取組が行われている。 

C 

総合耐震計画基準に基づいた取組がなされている

ほか、防災に関する一般的な取組が行われてい

る。 

D 

総合耐震計画基準に基づいた取組が行われていな

いなど、防災に関する一般的な取組がなされていな

い。 

経済性 
耐用・ 

保全性 

A 特に充実した取組がなされている。 

B 充実した取組がなされている。 

C 一般的な取組がなされている。 

D 一般的な取組がなされていない。 
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